様式第１号（第７条関係）
 eq \o\ad(共同研究申込書,　　　　　　　　　　)
年　　月　　日

　公立大学法人福井県立大学長　様

住所　
所属団体名　
代表者名　

　下記により、共同研究を申し込みます。

記

１　研究題目

２　研究の目的および内容

３　研究期間　　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

４　研究に参加する大学の教員および民間等共同研究員の職、氏名

　　福井県立大学：
　　株式会社○○：
５　研究の役割分担

　　福井県立大学：
　　株式会社○○：

６　研究の実施場所

７　福井県立大学に搬入する設備等（名称・仕様・数量）
８　研究に要する経費
　　　　別表　申込者が負担する経費（消費税含む）のとおり
９　研究貢献費について（該当にレ印をお願いします。）
本研究への貢献度および研究者の学術的知見等の提供に対する対価相当額として、　研究者と協議のうえ計上させていただく経費ですが、担当教員の研究力向上に資するための教員研究費に充てることについて、
　□同意します。　　□同意しません。
10　その他（事務担当者等連絡先）
（添付書類）

１）会社の概要書（会社ＨＰの該当ページで可）、
２）民間等共同研究員の履歴書（大学に派遣する場合のみ）
別表　申込者が負担する経費（消費税含む）

	年　　度
	令和　年度
	令和　年度
	令和　年度
	計

	直接経費　※１（円）
	
	
	
	

	管理経費　※２（円）
	
	
	
	

	研究貢献費※３（円）
	
	
	
	

	研究料　　※４（円）
	
	
	
	

	合      計（円）
	
	
	
	

	研究経費が国等のプロジェクト経費、競争的資金等を財源としている場合

	事業名
	

	担当事業機関名
	


※１：直接経費とは、研究遂行のため直接的に必要となる経費であり、研究者との協議により定められた額とする。
直接経費の主な費目は、消耗品費、設備・備品費、研究支援者の人件費、旅費・謝金などがある。
※２：管理経費とは、光熱費、管理事務経費、施設設備保守管理費等の一部など、研究遂行に伴い間接的に必要となる経費
計算式：管理経費＝直接経費×０．３（百円未満切捨て可）
※３：研究貢献費とは、研究者との協議により定められ、研究担当教員が提供する学術的知見等の対価相当額（情報収集や分析等に費やされる時間や労力など含む）を必要に応じて計上する経費であり、積算上の時間単価は、１時間あたり教授6,000 円、准教授・講師 5,000円、助教4,000 円を基準とする。ただし、共同研究先との合意のもと、基準単価を超えて設定を行うことも可能とする。
　　　本学においては担当教員の研究力向上に資するための教員研究費に充当する。
※４：研究料とは、民間機関等において現に研究業務に従事しており、在職のまま本学に派遣される者にかかる研究料であり、民間等共同研究員は、所定の期日までに研究料を納付しなければならない。1人当り、実験系36,010円/月、非実験系18,010円/月を請求する。ただし、研究費額に応じて免除できる規程がある。
申込書別紙
共同研究申し込みに係る確認事項
公立大学法人福井県立大学
1． 共同研究における管理経費率の見直しについて（お知らせ）
いつも本学の教育・研究活動にご理解・ご協力を賜りありがとうございます。
本学ではこれまで民間機関等との共同研究を実施するにあたり、当該研究遂行に直接必要な経費のほか、研究遂行に伴い間接的に必要な経費をご負担いただいておりましたが、昨今の経済情勢の変化に伴い、光熱料をはじめとした物価の高騰が進み、間接的に必要となる経費の負担状況が大変厳しい状況となりましたため、今後も円滑に研究活動が維持できますよう、下記のとおり管理経費率の改定を行い、令和７年４月１日以降、新たな共同研究申し込みを受領した案件から、順次改正後の管理経費率でのご負担をお願いすることとなりました。これにより、本学はさらなる産学官連携機能の強化に取り組むとともに、研究成果を様々な形で社会に還元する取組を展開して参りますので、何卒ご理解とご協力を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。
管理経費率について、改正前：研究費総額の１０％相当額 を、改正後：直接経費の３０％相当額に改正させていただきます。
なお、国等のプロジェクト経費、競争的資金等に基づく共同研究に該当する案件については、個別にご相談させていただきます。
　　　　また、施行日は令和７年４月１日でございますが、施行日の前日から引き続き有効な共同研究契約については、経過措置として従前の例により共同研究契約を継続させていただくことも可能です。
２．秘密保持契約の要否について
共同研究申込書の作成にあたり、共同研究の遂行に必要な範囲において本学研究者へ情報を開示する際に、機微な情報（個人情報、製造・営業上の秘密情報等）が含まれる場合には、必要に応じて別途秘密保持契約書（NDA）を交わすことをご検討願います。
３．共同研究に要する経費について（福井県立大学共同研究取扱規程抜粋）
第５条　共同研究に要する経費は、次に定めるところによる。
（１）本学は、その施設および設備を共同研究の用に供するとともに、当該施設設備の維持管理に必要な経常経費等を負担するものとする。
（２）民間機関等は、共同研究遂行のために必要となる設備・備品費、消耗品費、研究支援者の人件費、旅費・謝金等、研究遂行のために直接的に必要となる経費（以下「直接経費」という。）と、直接経費以外に必要となる光熱費、管理事務経費、施設設備保守管理費等の一部など、研究遂行に伴い間接的に必要となる経費（以下「管理経費」という。）の合算額を負担するものとし、原則として当該共同研究の開始前に一括して、本学が発する請求書により納入しなければならない。
（３）前二号の規定にかかわらず、本学が民間機関等と協議し合意した場合は、直接経費の費目として研究貢献費（本学の研究担当教員が提供する学術的知見等の対価相当額（情報収集や分析等に費やされる時間や労力などを含む）を必要に応じて計上する経費）を請求することができる。
　２　管理経費は民間機関等が負担すべき直接経費の３０％を標準とする。ただし、民間機関等が国等のプロジェクト経費、競争的資金等をもって研究を申請し、当該プロジェクト経費等に管理経費の全部または一部が措置されていない場合は、この限りではない。
３　前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合であって、学長が認めたときは、管理経費を減額または免除することができるものとする。
（１）民間機関等が国、認可法人、独立行政法人または地方公共団体の場合であって、財政事情により管理経費を措置できない場合
（２）その他やむを得ない事由がある場合
４．研究成果の公表について
「研究成果の公表」とは、研究者による学術誌、学会誌等への論文投稿、本学広報誌、大学ＨＰへの記載、また、広報機関等からの内容公表依頼への対応などです。
上記の公表時期、方法などについては、ご相談のうえ対応しますが、特に不都合がある内容についてはあらかじめ本学研究者にお伝えいただければより円滑、的確に対応ができますのでご協力いただけますようお願いいたします。
ただし、公表不可とされた事項でも、法令または裁判所、監督官庁、金融商品取引所その他自らを規制する権限を有する公的機関の裁判、規則もしくは命令に従い、その必要最小限の範囲において開示が避けられないことがあります。
５．共同研究等の成果について
発明等が創出された場合、創出の貢献度に応じて権利の帰属と本学の持分を協議のうえ決定させていただきます。
協議の結果、本学単独所有となった場合の知的財産については、社会での実用化を目途に積極的に技術移転を図ります。
共有特許とされた場合には、実用化を前提として共同出願することを希望しますが、相手方企業の経営上の都合等により結果的に実施されず防衛的特許として死蔵となる可能性もあることから、特許共同出願に伴う諸経費について、本学が持ち分に応じて負担すべき経費（以下、「本学の持分にかかる費用分」という。）も含めて企業側に経費負担をお願いしたいと存じます。
ただし、共同研究等で得られた成果に基づく発明の場合、本学の単独、共有に限らず共同研究の相手方企業に優先的に実施していただくことが本意ですので、特許を受ける権利のうち、本学持ち分の全部または一部について有償譲渡や独占実施等のご希望があれば、その対価等について相談させていただきたいと存じます。
なお、共有特許の場合、上記ただし書きにかかるご希望がない場合には、本学も第三者にライセンス契約ができる条件とさせていただきますが、その場合、第三者から得られる実施料を権利の持ち分に応じて配分し、本学が得た実施料から本学の持分にかかる費用分を回収できることといたします。
６．その他
　　　その他については、福井県立大学共同研究取扱規程によるものとします。
